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ソウル中央地方法院 

判決 

 

事   件  ２０２０가단５１１０６５９損害賠償（国） 

原  告 原告〇〇 

ベトナム社会主義共和国（以下住所省略） 

訴訟代理人（省略） 

被   告  大韓民国 

ソウル瑞草区盤浦大路１５８（瑞草洞、ソウル高等検察庁） 

送達場所 ソウル瑞草区瑞草３洞ソウル高等検察庁訴訟事務第１課 

法律上代表者 法務部長官 韓
ハン

東勳
ドンフン

 

訴訟代理人 政府法務公団 

弁論終結  ２０２２年１１月１５日 

判決宣告  ２０２３年２月７日 

 

主文 

 

１．被告は原告に３０，０００，１００ウォン及びこれに対する２０２２年１１月１５日から２０２

３年２月７日まで年５％、その翌日から支払済まで年１２％の各割合による金員を支

払え。 

２． 原告のその余の請求を棄却する。 

３． 訴訟費用は被告の負担とする。  

４． 第１項は仮に執行することができる。  

 

請求の趣旨 

被告は原告に３０，０００，１００ウォン及びこれに対する本件訴状副本送達の翌日から

支払済まで年１２％の割合による金員を支払え。 

 

理由 

１． 基礎事実 

ア． 第二次世界大戦の終了直後、ベトナムのハノイではベトナム民主共和国が設

立され、これを中心とした勢力とフランスの間に第１次ベトナム戦争が勃発して８

年間継続したが、１９５４年７月に停戦協定が締結され、ベトナムは北緯１７度線を

境界として北のベトナム民主共和国（以下「北ベトナム」という）と南のベトナム共和



 2 / 26 

 

国（以下、「南ベトナム」）という）に分断された。上記の分断後ほどなくしてベトナム

では北ベトナムの支援を受けるベトナム解放民族戦線（以下「解放戦線」訳注1とい

う）が反乱を起こしたが、米国が１９６１年１２月にベトナムに対する経済、軍事援助

を決定して第２次ベトナム戦争（以下第２次ベトナム戦争を「ベトナム戦」という）が

勃発することになった。 

 イ． 米国政府はベトナム戦の初期には軍事顧問団中心の派兵と北ベトナムに対

する爆撃の形でベトナム戦に関与し、１９６５年２月から米軍戦闘兵の大規模な派

兵を開始してベトナム戦に本格介入することになった。一方、ベトナム政府は１９６

４年７月に大韓民国を含む多数の国家に援助の提供を要請し、これに応じて韓

国は１９６４年９月に医療陣と工兵を派遣した。その後大韓民国はベトナムと米国

政府の戦闘兵派兵要請に応じて１９６５年１０月に首都師団猛虎部隊、十字星部

隊、海兵第２旅団青龍部隊、１９６６年９月に第９師団白馬部隊をそれぞれクィニョ

ン、カムラン、ニャチャンなどの地域に派兵した。大韓民国軍は上記の頃から１９７

３年３月にベトナムから撤収するまでベトナムの各地域で任務を遂行した。 

ウ． 原告（原告、－）は１９６０年７月生まれで、ベトナム社会主義共和国（以下「ベト

ナム」という）国籍の人である。原告はベトナムのクアンナム省ディエンバン県タン

フォン（Ｔｈàｎｈ Ｐｈｏｎｇ）社［１９７５年以後ディエンアン（Đｉệｎ Ａｎ）区に地名が変

更され、現在まで維持されている］フォンニィ（Ｐｈｏｎｇ Ｎｈị）村［以下「フォンニィ

村」という。］出身で、現在もそこに居住している。原告の父親Ａは１９６７年に死亡

し、１９６８年２月には母親Ｂ（１９３４年生まれ）、兄Ｃ（１９５３年生まれ）、姉Ｄ（１９５

７年生まれ）、弟Ｅ（１９６３年生まれ）がいた。 

エ． フォンニィ（Ｐｈｏｎｇ Ｎｈị）村は１９６８年当時の行政区域で、クアンナム省ディ

エンバン県ズイスエン（Ｄｕｙ Ｘｕｙêｎ）社の小さな町で、ベトナム中部の都市ダナ

ン（ĐàＮẵｎｇ）から南へ約２５ｋｍの地点、ダナンに向かうディエンバン県１号国道

（以下「１号国道」という）付近にある。ベトナムの南北を結ぶ１号国道には米海兵

隊と南ベトナム民兵隊が連合して作った連合作戦小隊（ＣＡＰ、Ｃｏｍｂｉｎｅｄ Ａｃｔｉ

ｏｎ Ｐｌａｔｏｏｎｓ、米軍が情報収集のために小さな個別単位部隊で編成した小隊を

いう）が駐屯していた。 

オ． 北ベトナム軍と解放戦線は１９６８年１月３１日旧正月の明け方にベトナム各地 

で大々的な攻撃（いわゆる「テト攻勢」という）を行った。彼らの蜂起を予想してい

 

訳注1  原文はすべて베트콩（ベトコン）と表記されている。日本でも１９６０年代には

この略称が一般的に使用されていたが、米国で用いられる蔑称であることが知られて徐々

に「解放戦線」という呼称に置き換わり、現在の日本ではほとんど死語になった。そこで

日本語訳では１９６０年代の韓国政府や軍人の発言を直接引用した部分のみ「ベトコン」、

その他は「解放戦線」と表記することにした。 
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た米軍、南ベトナム軍などが直ちに反撃し、ベトナム全域で激戦が展開された。 

カ． 大韓民国軍のうち海兵第２旅団青龍部隊（以下「海兵第２旅団」という）がチュ

ライ（Ｃｈｕ Ｌａｉ）地域の兵力をホイアン（Ｈộｉ Ａｎ）地域に転換配置する飛竜作戦

を終了した直後の１９６８年１月３０日、北ベトナム軍は休戦約定を破って大規模攻

勢を計画、北側に進撃してホイアン、ディエンバンなどを占領し、ダナンを攻撃す

ることが予想された。 

キ．  これに対して海兵第２旅団は戦術責任地域であるクァンナム省一帯［ヒエウニ

ョン（Ｈｉếｕ Ｎｈơｎ）、ディエンバンの大部分、ズイスエン］にわたってテト攻撃を展

開する北ベトナム軍と解放戦線の攻撃を防御した後に撃退し、逃走したり散り散り

になった相手軍の残余兵力を捜索して殲滅する怪竜１号作戦を行った。怪竜１号

作戦は１９６８年１月３０日から同年２月２９日まで行われたが、海兵第２旅団はそ

の過程で米軍と連携したナットクラッカー（Ｎｕｔ Ｃｒａｃｋｅｒ）作戦を展開し、民間人

を居住していた村から疎開させて収容施設に移動し、村に隠れた解放戦線を探

索する真空作戦を展開した。 

ク．  原告は大韓民国海兵第２旅団第１大隊第１中隊（以下「本件１中隊」という）所

属の軍人らが１９６８年２月１２日に故意に民間人である原告と原告の兄Ｃを銃撃

して傷害を加え、原告のその余の家族らを殺害したと主張し、２０２０年４月２１日、

被告に対して国家賠償責任を求める本件訴を提起した。 

   ［認定根拠］争いない事実、甲第１０、１１、１６、３０、３３、４２号証、弁論の全趣旨 

２． 本案前の抗弁に対する判断 

ア． 本案前の抗弁 

１） １９６５年９月５日に韓国とベトナムの間で締結された韓越軍事実務約定書第

１９条は国軍によって発生したベトナム国民の被害は韓国とベトナム両国間の

交渉によって補償すると定めているところ、上記約定は本件の訴のようにベトナ

ム国民が直接大韓民国裁判所に訴を提起することを排除するものである。 

２） また、韓米軍事実務約定書第１５条による韓米補充実務約定書は「駐越韓国

軍に対して提起される非戦闘行為による損害賠償請求事件は駐越韓国軍訴請

事務所を通じて解決し、支払保証は米国がする」とし、「駐越韓国軍の戦闘準

備、戦闘作戦、戦闘後復帰中に発生したベトナム政府や個人の損害に関する

事件である戦闘訴請事件は訴請事件が発生した場所の洞長、郡守、省長に依

頼」して解決するとしている。 

３） 上記の約定に基づく政府間の協議手続によらず、当時のベトナム国民である

原告が大韓民国裁判所に提起した本件訴は不適法である。 

イ． 判断 

１） 乙第１、２号証の各記載によれば、次の事実が認められる。 

① 韓越軍事実務約定書は１９６５年９月５日、大韓民国Ｆ陸軍少将と南ベトナ



 4 / 26 

 

ムのＧ陸軍少将の間で締結され、その翌日に締結された韓米軍事実務約定

書も大韓民国Ｆ陸軍少将とアメリカのＨ陸軍少将との間で締結された。また、

韓米補充実務約定書はベトナム駐在米軍事援助司令部参謀長だったＨと大

韓民国軍司令部副司令官であるＩにより締結された。 

② 韓越軍事実務約定書第１９条は、「韓国軍要員により加えられたベトナム共

和国政府又は国民の物資及び人命被害の補償に関する事項は、韓越両国

政府当局間における別途の交渉による」と定めている。  

③ 韓米軍事実務約定書第１５条は「戦闘又は非戦闘活動時、韓国軍が加えた

ベトナム政府や個人の財産及び人命被害の補償は別途約定書による」とし、

これによる韓米補充実務約定書第１、３条は「駐越韓国軍に対して提起される

非戦闘行為による損害賠償請求事件は駐越韓国軍訴請事務所を通じて解

決し、支払保証は米国が行う」としており、韓米補充実務約定書附属書Ａ第４、

５条は「駐越韓国軍の戦闘準備、戦闘作戦、戦闘後復帰中に発生したベトナ

ム政府や個人の損害に関する事件である戦闘訴請事件は訴請事件が発生

した場所の洞長、郡守、省長に依頼」して解決するよう定めている（以下、総

称して「本件実務約定書等」という）。  

２） しかし、本件実務約定書等は次のような理由で韓国とベトナム、韓国とアメリ 

カの軍事当局間で締結された機関間の合意に過ぎず、大韓民国が締結した条

約とは言えず、ベトナム国民個人である原告の大韓民国に対する請求権を排

除する法的効力を有するとは言えない。  

① 憲法第７３条は大統領を条約締結権者と定め、条約法に関するウィーン条 

約第７条は国家元首、政府首班及び外務部長官、外交公館長又は国際機

関に派遣された国家の代表等以外では、適切な全権委任状を提示する場合

にのみ条約に対する国家の羈束的同意を表示できる国家の代表者として認

めている。すなわち、条約は一定の範囲の国家の代表（または代表資格を委

任された者）によってのみ有効に締結することができる。  

ところが韓越軍事実務約定書と韓米軍事実務約定書、韓米補充実務約 

定書を締結した当事者らが条約を締結する正当な権限を有する者であること

を認める根拠がない（条約締結権者ではなく、彼らが本件実務約定書等締結

当時に全権委任状を提示したという事情も見出だせない）。そうであれば、本

件実務約定書等は３国の軍事実務に関する機関の間の合意に過ぎず、条約

として効力を有するとは言えない。実際、本件実務約定書等は外交部の条約

目録の中にも発見されない。 

② 韓米補充実務約定書附属書Ａ第４条及び第５条が韓国軍によるベトナム民

間人被害に関する戦闘訴請事件は訴請事件が発生した場所の洞長、郡守、

省長に依頼して解決するように定めたのは韓米間でなされた合意であるから、
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ベトナム国民に対して直接拘束力を持つとは言えない。  

③ 韓越軍事実務約定書第１９条はベトナム民間人被害者に対する補償に関

する事項を韓越両国政府当局間の別途の交渉によるものとすると定めている

が、その後続措置として別途の具体的な協商及び合意がなされたと見られる

事情も見出しがたい。 

３） 韓越軍事実務約定書をはじめ、本件実務約定書等のみによりベトナム政府

が自国民被害者の損害賠償請求権を放棄したり、国家間合意による賠償方式

以外に被害者が直接大韓民国裁判所に訴訟を提起する権利を放棄したとは

言えない。  

したがって、被告のこの部分の本案前の抗弁はこれを受け容れない。  

ウ． 国家賠償法第７条による相互保証の有無に関する判断 

１） 被告は国家賠償法第７条が外国人の国家賠償請求権の発生要件として「外

国人が被害者である場合には当該国家と相互保証があること」を要求している

から、ベトナムの法令、判例などを通じて国家賠償請求権発生要件を比較し、

被告大韓民国とベトナムの間に上記相互保証が存在するか否かを検討すべき

であり、相互保証が認められなければ本件訴は却下すべきだと主張する。  

２） 国家賠償法第７条は大韓民国のみが被る可能性のある不利益を防止し、国

際関係における公平を図るために、外国人の国家賠償請求権の発生要件とし

て「外国人が被害者である場合には、当該国家と相互保証があること」を要求し

ているが、当該国家で外国人に対する国家賠償請求権の発生要件が大韓民

国のそれと同一またはむしろ幅広いものであることを要求することは過度に外国

人の国家賠償請求権を制限する結果となり、国際的な交流が頻繁な今日の現

実に合わないだけでなく、外国における大韓民国国民に対する保護を拒否さ

せる不合理な結果をもたらす可能性がある点を考慮すると、大韓民国と外国と

の間に国家賠償請求権の発生要件が著しく均衡を欠くことがなく、外国で定め

た要件が大韓民国で定めたものより全体として過重ではなく、重要な点で実質

的にほとんど差がない程度であれば国家賠償法第７条が定める相互保証の要

件を備えたと言うのが妥当である。そして相互保証は外国の法令、判例及び慣

例等により発生要件を比較して認めれば十分であり、必ず当事国との条約が締

結されている必要はなく、当該外国で具体的に大韓民国国民に国家賠償請求

を認めた事例がなくとも、実際に認められるであろうと期待できる状態であれば

十分である（大法院 ２０１５年６月１１日宣告 ２０１３다 ２０８３８８ 判決参照）。  

３） ベトナム民法第５９８条は「国家は国家賠償責任法により公務執行者（法執行

者）により発生した損害を賠償しなければならない」と定め、ベトナム国家賠償

責任法第２条及び第３条は「公務遂行者により物質的被害を受け、または精神

的苦痛を被っている個人や組織が賠償を受けることができる」と定め、賠償を受
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けることができる個人を内外国人で区別していない［当該条文の英文、韓文お

よび原文は別紙１目録第１、２項記載の通り］。その上、ベトナム憲法はベトナム

に居住する外国人に対してベトナムの法律により生命、財産及び正当な権利、

利益の保護を受けることを明示しており（ベトナム憲法第３０条、第４８条）、ベト

ナム民事訴訟法第４６５条、行政訴訟法第２９９条は外国人に対して訴訟手続

に参加するときベトナム市民と同一の権利義務を有するとして手続上の権利と

義務を保障している。［当該条文の英文、韓文及び原文は別紙１目録３ないし５

記載の通り］。 

４） 上記のようにベトナム民法と国家賠償責任法上の国家賠償請求権の発生要 

件が大韓民国国家賠償法のそれと大きく異ならないから、大韓民国国民にも国

家賠償請求を認めると期待できる状態であると言うことができる。 

したがって、大韓民国とベトナムの間に国家賠償法第７条で定める相互保証

を認めることができる。  

３． 準拠法の決定  

ア． 当事者の主張の要旨 

原告は大韓民国国軍が１９６８年２月１２日、ベトナム戦争中、故意に民間人で

ある原告と原告の兄（Ｃ）を銃撃して傷害を加え、原告のその余の家族を殺害した

と主張して、被告に対して国家賠償を求める本件訴を提起した。  

原告は本件法律関係と最も密接な関連があるのは大韓民国国家賠償法であ 

るから国際私法第８条第１項によりその準拠法として大韓民国国家賠償法が適用

されるべきであると主張する。一方被告は原告が主張する不法行為がなされた不

法行為地はベトナムのフォンニィ地域であり、当時南ベトナム政府が統治していた

ので、国際私法第３２条第１項により本件の準拠法はその当時施行されていた南

ベトナム法になるべきであると主張する。  

イ． 準拠法指定の原則と例外  

１） ２０２２年１月４日法律第１８６７０号により全部改正され、２０２２年７月５日に施

行された国際私法附則第３条（準拠法適用に関する経過措置）は、「この法律

施行前に生じた事項に適用される準拠法については従前の規定による」と定め

ているので、本件には上記改正前国際私法（以下「改正前国際私法」という。）

第８条と第３２条が適用される。  

２） 不法行為に関する準拠法について、改正前国際私法第３２条は第１項で「不

法行為はその行為が行われた所の法による。」、第２項で「不法行為が行われ

た当時同一の国家内に加害者と被害者の常居所がある場合には第１項の規定

にかかわらずその国家の法による。」第３項で「加害者と被害者の間に存在する

法律関係が不法行為により侵害される場合には、第１項及び第２項の規定にか

かわらず、その法律関係の準拠法による。」と各定める。第３３条は準拠法に関
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する事後的合意について、「当事者は第３２条の規定にかかわらず不法行為が

発生した後、合意により大韓民国法を準拠法として選択することができる。 た

だし、それにより第三者の権利に影響を及ぼさない」と定める。  

これらの規定によれば、改正前の国際私法は不法行為地原則を採用しては

いるが（現行国際私法第５２条も同様である）、準拠法の事後的合意（第３３条）

が最も優先し、その次が従属的連結 （第３２条第３項）、その次が共通の属人

法（第３２条第２項）であり、このような特則が適用されない場合に不法行為地原

則（第３２条第１項）が適用される。  

３） 一方、改正前国際私法第８条第１項は「国際私法により指定された準拠法が

当該法律関係と僅かな関連があるのみで、その法律関係と最も密接な関連が

ある他国の法が明白に存在する場合には、その他国の法によらなければならな

い」と定めて準拠法指定の例外を認めている。 

ウ． 本件に適用される準拠法  

１） 本件の場合、不法行為に関する従属的連結（第３２条第３項）や共通の属人 

法（第３２条第２項）が適用される余地はないので、不法行為地原則 （第３２条

第１項）、準拠法指定の例外（第８条第１項）、準拠法の事後的合意（第３３条）

に関して、本件に適用される準拠法を判断する。  

２） 次のような事情を総合すれば、本件法律関係と最も密接な関連がある法は大

韓民国国家賠償法であると言えるから、被害者の準拠法選択ないし両当事者

間の準拠法についての事後的合意により大韓民国国家賠償法を準拠法として

本件の不法行為の成否及び被告の国家賠償責任の認定の可否等を判断すべ

きである。  

① 国際私法のすべての準拠法連結原則は当該事案と最も密接な関連を有す

る法を指定することである。国際私法条項を適用した結果が具体的な事件に

おいてそのような原則に符合しない場合が発生する可能性があり、この場合

に備えて具体的な事案において国際私法の目指す正しい連結原則を実現

するために準拠法指定に対する一般的例外規定として第８条第１項を置いて

いる。  

② 改正前国際私法は不法行為の準拠法について不法行為地原則を維持し

つつ、常居所を基準とする共通の属人法（第３２条第２項）、従属的連結（第３

２条第３項）と準拠法の事後的合意（第３３条）等により不法行為地原則を多

少緩和しているに過ぎず、不法行為の多様な類型別にそれに対する特則を

置いてはいないので、例外条項を活用することにより適切な結論を導く必要

がある。  

③ 不法行為の準拠法は不法行為の成立と効果を規律する。したがって不法 

行為能力、違法性、因果関係、帰責事由、損害賠償請求権者、共同不法行
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為者間の求償権、損害賠償の方法と種類、範囲、金額はもちろん、不法行為

による損害賠償請求権の消滅時効なども準拠法によって規律される。  

④ 原告は本件１中隊所属軍人がベトナム戦争において作戦遂行中に故意に

ベトナム民間人である原告らを銃撃して傷害を与え、その家族らを殺害したこ

とが不法行為であると主張し、被告に対して国家賠償責任を主張している。

本件１中隊所属軍人らは大韓民国国民として、大韓民国政府がベトナムに派

兵したものであり、命令によってベトナムで一連の作戦を遂行中であった。  

本件１中隊所属軍人らがベトナムにおいて軍事作戦の遂行中、法令に違

反して他人に損害を与えた場合、その軍人が所属した被告に対して国家賠

償責任を問うためには、大韓民国の国家賠償法が最も有効、適切な法律関

係を規律していると言うことができる。大韓民国国家賠償法は国家（大韓民国）

や地方自治団体の公務員が職務の執行中に故意または過失により法令に違

反して他人に損害を与えた場合、その損害賠償責任と賠償手続を規定するこ

とを目的とする（第１、２条）、その不法行為が発生した場所が内国なのか外国

なのかを区別しない。その上、外国人が被害者である場合、当該国家との相

互保証があれば、内国人と異なることなくその適用対象としている（第７条）。  

⑤ 改正前国際私法が不法行為地原則をとる理由は、不法行為が行われた社 

会的条件を考慮し、そこでの法意識を基準として判断して処理するのが一般

的に国内法を適用して処理するより公平の見地から合理的かつ実際的と言

えるし、そうすることが当事者の期待にも合致するためである（大法院１９７９年

１１月１３日宣告７８다１３４３判決参照）。本件で不法行為が行われたのはベト

ナムであり、そこでの法意識（当時の当該地域の政府状況によれば「南ベトナ

ム法」となり、現在の状況を基準とすると「ベトナム法」となる）を基準として判

断、処理することも考えられるが、これは被害者である原告の利益を考慮した

ものとなりうる。ところが原告は自ら（南）ベトナム法適用による利益を放棄し、

大韓民国法を準拠法として主張しているので、特別な事情がない限り被害者

のこうした準拠法選択を尊重するのが妥当である。  

⑥ 本件において不法行為地法による場合に適用されるものと見られる南ベト

ナム法については原告と被告のいずれもいかなる資料も出していない。裁判

所が職権調査を尽くしても外国法が明確でない場合、これを理由に裁判を拒

否することはできず、法源に関する民事上の大原則に従い外国慣習法よって、

外国慣習法も確認が不可能な場合には条理によって裁判するしかないが

（大法院２０００年６月９日宣告９８다３５０３７判決など参照）、このような条理の

内容が現行ベトナム国家賠償責任法や大韓民国の国家賠償法が定めてい

るものと大きな差異があるとは言えない。  

⑦ 国際私法は不法行為に起因する損害賠償請求権を含む法定債権全般に 
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関して当事者間の事後的合意により大韓民国法（法廷地法）を準拠法として

選択できるようにしており（第３３条）、このような合意がある場合、その合意が

最も優先される。このような事後的合意は必ずしも明示的に行われなければ

ならないものではなく、黙示的に行うこともできる。  

原告と被告は本件訴訟で不法行為ないし国家賠償責任の成否について

はもちろん、不法行為に起因した損害賠償請求権の消滅時効完成の成否に

ついても争っており、大韓民国法が適用されることを前提に主張しているが

（被告は原告の損害賠償請求権に対する消滅時効について大韓民国国家

賠償法が適用されることを前提に長期５年、短期３年の消滅時効を主張して

いる）、原告と被告のこうした態度と立場は事後的合意として「大韓民国法」を

準拠法として選択したものと見ることもできる。  

４． 本案に対する判断  

ア． 当事者の主張の要旨 

１） 原告  

ア） 本件１中隊所属姓名不詳の軍人らが １９６８年２月１２日、ベトナムのクア

ンナム省ディエンバン県タンフォン社フォンニィ村で故意に民間人である原告

に銃撃を加え、腹部に深刻な傷害を与え、原告の他の家族を殺害し、または

傷害を与えた。  

イ） 被告所属軍人らが故意に銃撃を加えて原告と原告の他の家族を殺したり

傷害を与える行為をすることにより人間の尊厳性を毀損し生命と身体を侵害

する行為を行ったため、被告はこれにより原告が被った精神的損害を賠償す

る義務がある。  

２） 被告 

ア） 原告が本件の加害者が大韓民国軍であるとする大部分の根拠は被害者

側の陳述であるが、これらの陳述だけでは加害者が大韓民国軍であることが

証明されたとは言えない。むしろベトナム戦争当時、北韓訳注
2軍心理戦要員

らは海兵第２旅団を含む大韓民国軍に対して様々な心理戦活動を行い、解

放戦線と協力して活動もした。本件は北ベトナム軍、解放戦線、そして北韓

軍が介入した事件である可能性を排除できず、村の住民さえ加害軍が北ベト

ナム軍と思っており、加害軍が大韓民国軍と特定されたとは言えない。  

イ） たとえこの事件が大韓民国軍によって起こされたものであったとしても、原

告と原告の家族をはじめとするフォンニィ村の住民らを解放戦線やそれに協

 

訳注2  朝鮮民主主義人民共和国の略称。一般に「北朝鮮」と翻訳することが多いが、「北

朝鮮」という用語には「北韓」とは別のニュアンスと問題点があると思われるので、あえ

て「北韓」のままにした。 
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力する者と誤認するだけの正当な事情がある状況において交戦中に発生し

た戦闘行為や事故に該当し、正当行為と言わねばならない。 

ウ） 原告の損害賠償請求権が認められるとしても、すでに長い時間が経過して

消滅時効が完成し消滅した。 

イ． 国家賠償責任の成否に関する判断 

１） 認定事実 

甲第１０、１１、１３、１４、１６、１８、２１、２２、２３、２５ないし３０、４４、４５号証（枝番

号のあるものは枝番号を含む）、証人Ｊ、Ｋの各証言、原告に対する当事者本人

尋問の結果によれば次の事実が認められる。  

ア） 大韓民国海兵第２旅団第１大隊本件１中隊所属軍人らは１９６８年２月１２

日８：００～１０：３０頃、中隊基地を出発し、１号国道を北に移動してＣＡＰ Ｄ

－２地点付近に到着し、続いて１号国道のＣＡＰ Ｄ－２地点とＣＡＰ Ｄ－１

地点との間の地点（フォンニィ村の東側地点）に到着した後、１号国道を外れ

て西方向に移動した。  

イ） 本件１中隊が上記のように西方向に移動中の１０：３０～１１：３０頃、フォンニ

ィ村を通過しているときに北西方向から数十発の狙撃を受け、その過程で負

傷者１名が発生し、同じ時刻に１号国道側では共に作戦を遂行していた米軍

の装甲車（ＬＶＴ）１台も地雷で破損した。  

ウ） 狙撃を受けた後、本件１中隊は１０：３０～１５：００の間にフォンニィ、フォン

ニ ャット村一帯で捜索作戦を行ったが、本件１中隊の一部（先頭にいた１、２

小隊と推定される） は村を捜索して家に隠れていた住民ら（主に女性、老人

と子供たちだった）を引き出して数ヶ所の空き地に集めた後、後方に引き継ぎ、

予定された作戦計画に従って西にあるＳｕｏｉ Ｃｏ Ｃａ（江）まで進撃して防御

線を構築し、同じ時刻に中隊本部とともに後方にいた一部の部隊員（３小隊と

推定される）は集まっていた住民たちに銃撃を加え、フォンニャットとフォンニ

ィ村一帯を捜索しながら住民らに銃撃を加えて家を焼き払った。  

エ） 当時原告の家には叔母Ｌ（１９３６年生まれ、３２歳）、叔母の息子Ｍ（１９６７ 

年生まれ、本件銃撃当時生後９－１０ヶ月程度だった）、兄Ｃ（１９５３年生まれ、

１５歳）、姉Ｄ（１９５７年生まれ、１１歳）、原告（８歳）、弟Ｅ（１９６３年生まれ、６

歳）、そして遊びに来ていた隣家の子供（１２歳）など７人が家にいたが、何の

武装もしていなかった。彼らは周囲で起こる銃声を聞いてその家にある防空

壕に入って隠れていた。原告の母Ｂ（１９３４年生まれ、３４歳）は当時外出中

でそこにいなかった。  

オ） 本件１中隊所属の軍人らは原告の家に来て手榴弾と銃で脅し、原告家族

らに防空壕から外に出るよう命令し、原告家族らが順に防空壕の外に出ると

現場ですぐに銃撃を加え、原告の家を焼き払い（その過程で原告の従弟を抱
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いていた原告の叔母がこれを止めると銃剣で彼女を刺した）、その後別の場

所に移動した。 

そのため、原告の叔母、原告の従弟（叔母の息子）、原告の姉、原告の弟、

隣家の子は現場で死亡し、原告は腹部に、原告の兄（Ｃ）は腹部と臀部にそ

れぞれ銃撃による深刻な負傷を負ったが死にはしなかった。  

カ） 原告の母Ｂは外出中だったが、本件１中隊所属の軍人が強制的に原告 

の母を他の住民ら（大部分が女性と子供たちだった）１０余名と共に一箇所に

集めておいて銃で射殺した。  

キ） 原告と兄（Ｃ）は隣家に逃げて隠れていたが、原告は再び母親を探しに 

出て行って気を失って倒れた。同日１５：００頃以降、ＣＡＰ Ｄ－２連合作戦

小隊は民兵隊員と共に巡察隊を組織してフォンニィ村に進入し、村人と共に

生存者を救助し、死体を集めた。連合作戦小隊所属小隊員（Ｎ上等兵）が事

件現場を撮影した。原告と原告の兄は救助され、ヘリコプターで病院に送ら

れ、何回も手術と治療を受けた。  

２） 国家賠償責任の成立  

上記認定事実によると、大韓民国国籍の本件１中隊所属姓名不詳の軍人が

家の内部の防空壕に武装せずに隠れていた原告の叔母、幼い年齢の原告と姉、

兄、弟などを外に出させた直後に銃で撃ったり刃物で刺し、原告と原告の兄（Ｃ）

を除く残りの原告の家族（叔母、姉、弟、従弟）をすべて殺し、原告と原告の兄

に傷害を加えた事、また原告の母を他の住民と共に一箇所に集めておいてそ

の場で射殺した行為は正当な事由なく人間の尊厳性を毀損して生命と身体を

侵害する行為として明らかな不法行為に該当する。したがって、被告はこれによ

って原告が被った精神的損害を原告に賠償する責任がある。  

ウ．  被告の主張に対する関する判断  

１） 国軍の服装をした解放戦線や北韓軍の所行であるとの主張に関する判断  

ア） 被告は、「リンソン寺事件」のように、ベトナム戦争当時解放戦線が大韓民

国軍に偽装して民間人を虐殺した事例があり、本件も大韓民国軍に変装した

解放戦線の所行か北韓軍の所行かもしれないという趣旨の主張をする。  

イ） 乙第３ないし８号証の各記載によれば次の事実ないし事情が認められる。  

① １９６９年１０月に発生したいわゆる「リンソン寺」事件について、大韓民国 

軍がベトナム戦争中にリンソン寺の僧侶たちを殺害したものとされていたが、

その後韓越合同捜査を通じて解放戦線が犯した後で大韓民国軍が犯した

ように偽装したものであることが明らかにされ、１９６９年～１９７１年、国内メ

ディアに報道された。  

② 派越韓国軍戦史（甲第１０号証の２、第４巻７５頁）には１９６８年２月２日、

海兵第２旅団第２５中隊が Ｑｕａｎｇ Ｌｏｃ Ｄｏｎｇ村（１） － Ｐｈｏｎｇ Ｈｏ
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村（２）（フォンニィ村から約３ｋｍ離れた所である）を捜索し、我軍の服装で

偽装した６人の敵（解放戦線）を発見し、接戦の末に射殺したという記録が

ある。  

③ 大韓民国軍１９６８年２月１日付諜報報告には「北韓軍１個小隊がクアンナ

ム省ディエンバン郡エブイ２５大隊と協力して韓国軍ＣＰと部隊に浸透潜伏

および暗殺企図」という内容があるなど、ベトナム戦争当時北韓軍が心理

戦要員などを派遣するなどによって参戦したことを推測する資料がある。  

ウ） しかし、前掲証拠によって認められる次のような事情ないし事実に照らせ

ば、本件原告と原告の家族らに対する殺傷行為は本件１中隊所属の軍人が

犯したものであることが分かる。 

① 当時事件を直接経験した生存者で本件１中隊が加害者であったことを陳

述している者としては、家族らと共に家の防空護に避難していて本件１中隊

に見つかり、現場で銃撃を受けて重傷を負い救助された原告と原告の兄Ｃ

をはじめ、当時現場で連合小隊により救助された「Ｏ」と「Ｐ」（甲第１６号証

の１、２）、「Ｑ」（甲第２８号証の１～２） などがあり、彼らはすべて自分を攻

撃した人々が大韓民国軍であったことを共通して陳述している。彼らは至

近距離で加害者を直接見ており、原告（当時８歳）を除いた他の人々はす

べて１５歳以上で自分たちが直接見た加害者が大韓民国軍であることを十

分に見分けることができた。特にＣは事件が起こる前に何回か大韓民国軍

を見たことがあり、事件当日の午前にも家の前を通る大韓民国軍を見たと

いう点などを考慮すれば、これらの生存者たちの陳述は信憑性がある。  

② 目撃者で本件１中隊が加害者であったことを陳述している者として、１号

国道近くのＣＡＰ Ｄ－２に駐屯していた連合小隊員で、１号国道で本件１

中隊がフォンニィ村を攻撃する場面を見届けたＲ中尉、Ｓ下士、Ｎ上等兵、

Ｔ、Ｕ（甲第１６号証）、南ベトナム農村開発団所属で無線で韓国軍がフォン

ニャットとフォンニィ村を攻撃しているという知らせを聞いて移動し、１号国道

で本件１中隊がフォンニィ村を攻撃する場面を見届けた「Ｋ」（証人Ｋの証

言）などがあるが、彼らもすべて当時フォンニィ村を攻撃した軍人が大韓民

国軍だったことを共通して陳述している。  

特に連合作戦小隊のＲ中尉はフォンニィ村が攻撃されているとき、フォン

ニィ村を攻撃している軍隊が大韓民国軍なのかをより確実に確かめるため

に韓国軍旅団火力支援協助本部に連絡し、フォンニィ村の南地域にある水

田付近に対する８１ｍｍ迫撃砲任務に関する座標確認を要請したが、大韓

民国軍がその地域で作戦中であるという理由で座標確認を拒絶され、フォ

ンニィ村進入許可もやはり大韓民国軍が作戦中であるという理由で拒絶さ

れた（甲第１６号証の１～２中のＲ中尉の陳述書）。 これはフォンニィ村が攻
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撃されていた時間に本件１中隊の一部の部隊がフォンニィ村にいたことを

明確に示している。  

③ 本件１中隊員で加害者が本件１中隊だったと陳述している者としては１小

隊長Ｖ（甲第１３号証、甲第２１号証の１～４）、２小隊長Ｗ（甲第１３号証）、３

小隊長Ｘ（甲第１３号証）、２小隊員Ｊ（甲第２２号証、証人Ｊの証言）、２小隊

員Ｙ（甲第２３号証）などがある。彼らはいずれも本件１中隊所属軍人らの一

部が１９６８年２月１２日の作戦当時に村の住民を射殺したと共通して陳述し

ている。  

特に１小隊長Ｖと２小隊長Ｗは共通して、狙撃を受けた後に村に進入し

て捜索して発見した住民を引き出し、後尾小隊に引継いで前進を続けてい

たが、後ろから銃声が起きるのを聞き、その銃声が後尾小隊が引継ぎを受

けた住民たちに銃撃を加える音であることが分かったと述べ、さらに２小隊

長Ｗは付近で住民たちがその前日に殺害された遺体を道路脇に並べて大

韓民国軍を恨めしそうな視線で見つめるのを見て、その前日の夕方に聞い

た通り後方に引き継いだ住民たちを後尾小隊が銃撃したということが事実

だと確認できたと述べた。２小隊員Ｊはフォンニィ事件が発生した翌日の１９６

８年２月１３日午前に１号国道を偵察するとき、フォンニィ村付近で住民がそ

の前日に殺害された遺体を並べたのを見て、中隊基地に復帰した後、他の

小隊員からその前日の作戦時に中隊長の命令により村の住民を攻撃したと

いう話を聞いたと陳述している。 

上のような本件１中隊員らの陳述は、事件現場に最も近くにいた者として

自分の経験を粉飾する理由を見い出しがたいという点で信憑性が非常に

高い。 

④ 本件１中隊が１９６８年２月１２日にフォンニィとフォンニャット村一帯で作戦

を展開したとき、米海兵隊連絡兵である「Ｚ一等兵」と「ａａ一等兵」が同行し

たが、ａａ一等兵は１９６８年２月１２日の作戦当時中隊長の命令により本件１

中隊が村を攻撃し、村を攻撃した部隊は本件１中隊全体ではなく、１つの

小隊（ｔｈｅ ｐｌａｔｏｏｎ）だったと陳述している（甲第１６号証の１～２）。Ｚ一等

兵とａａ一等兵は本件１中隊が攻撃した村の名前に具体的に言及していな

いが、彼らが描写している本件１中隊によって攻撃された村の様子は連合

小隊員Ｎ上等兵が大韓民国軍によって攻撃されたフォンニィ村の様子を撮

影した写真・説明と似ており、彼らが描写している本件１中隊が攻撃した村

がフォンニィ村だったことが分かる。  

⑤ 事件発生後この事件を調査した憲兵隊捜査係長は、韓国軍が村の横 

を通過したところ狙撃を受け、味方が倒れるとすぐに村を包囲して攻撃し、

村の住民が集団虐殺されたが、上部の指示により韓国軍に偽装したベトコ
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ンが行ったものとして事件を隠蔽した」とマスコミインタビューで述べたが（甲

第１８号証）、上記陳述も本件の加害者が本件１中隊であることを強く裏付

ける。  

⑥ 被告は、派越韓国軍戦史は公式記録であって信憑性が非常に高いが、

派越韓国軍戦史の１９６８年２月１２日作戦状況に関する記録中には本件１

中隊がフォンニィ村を攻撃したという内容がないので、本件１中隊が フォ

ンニィ事件に介入しなかったことが証明されると主張する。  

派越韓国軍戦史第４巻３４９頁は１９６８年２月１２日の本件中隊の活 動

について次のように叙述している。  

 

第１中隊（長、ｂｂ大尉）は０８：１５に１号道路を偵察しながら北進してＰｈｏ

ｎｇ Ｎｈｕｔ村に進入し、攻撃方向を西に転換することになった。こうして１１：

０５に中隊の先頭部隊は目標（１１）を攻撃したが、この時西地域から３０余

発の敵射撃を受け、４．２インチ迫撃砲で発射地点を砲撃して制圧すること

ができたが、中隊は負傷者１人が発生して後送した。 

同じ時刻に中隊の後続部隊は、米軍ＬＶＴ１台が１号道路上で「ブビート

ラップ」に接触し、これに搭乗していた米軍１名が負傷し、車体を大きく破損

する事故が発生したため、第１小隊（長、Ｖ中尉）にこれを警備させた。こうし

て中隊は第２、３小隊だけで目標（１２）～（１３）を攻撃し、接敵することなく

探索した後、Ｓｕｏｉ Ｃｏ Ｃａ（江）西岸の村Ｐｈｏｎｇ Ｎｈｕｔ（２）の有力な地

形に沿って南北に兵力を散開させ、第２、第７中隊と共に協調する地域に

対する遮断任務を遂行した。中隊はこのとき川の対岸から射撃を受け、さら

に負傷者１名を出し、１３：１０フォンニャット村（２）を占領して急編防禦を実

施して夜を過ごした。 

 

  被告の主張のように、派越韓国軍戦史は本件１中隊が事件当日１号国

道に沿って北進し、作戦地域であるＳｕｏｉ Ｃｏ Ｃａ（江）河畔の方に行くた

めに方向を西に転換して「Ｐｈｏｎｇ Ｎｈｉ」（フォンニィ村） ではなく「Ｐｈｏｎｇ 

Ｎｈｕｔ」（フォンニャット村）に進入し、攻撃方向を「西」に転換することになり、

こうして１１：０５に中隊の先頭部隊は「目標（１１）」を攻撃したと記載している。 

ところが、本件１中隊が１号国道から作戦地域であるＳｕｏｉ Ｃｏ Ｃａ（江）

河畔の方に行くために方向を西に転換して「Ｐｈｏｎｇ Ｎｈｉ」（フォンニィ村）

に進入した事実は別紙２「派越韓国軍戦史付図怪竜１号作戦経過要図」

（甲第１１号証）で明確に確認される。別紙２図面には１号国道、フォンニィ

村、フォンニャット村（１）、フォンニャット村（２）、Ｓｕｏｉ Ｃｏ Ｃａ（江）の位置

と１９６８年 ２月１２日の作戦当時の本件１中隊の動線が表示されている。１
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９６８年２月１２日当時、本件１中隊が目標（１１）すなわちＰｈｏｎｇ Ｎｈｉ（フォ

ンニィ村）地域をまず通過し、その後目標（１２）、（１３）、すなわちフォンニャ

ット村（２）を通過してＳｕｏｉ Ｃｏ Ｃａ（江）まで進撃した事実を示しているから

である。 

特に怪竜１号作戦経過要図によると「Ｐｈｏｎｇ Ｎｈｕｔ」という地名はなく、

「Ｐｈｏｎｇ Ｎｈｕｔ（１）」と「Ｐｈｏｎｇ Ｎｈｕｔ（２）」という地名が存在するだけであ

るが、このように同じ名前の地名が（１）と（２）で区分された場合、正確性を

期する軍事記録では地名を「Ｐｈｏｎｇ Ｎｈｕｔ（１）」と「Ｐｈｏｎｇ Ｎｈｕｔ（２）」と

明確に特定して記録することになる。実際に派越韓国軍戦史は本件１中隊

の１９６８年２月１２日作戦状況を記録し、「Ｓｕｏｉ ＣＯ Ｃａ（江） 西岸の村Ｐ

ｈｏｎｇ Ｎｈｕｔ（２）の有力な地形に沿って南北に兵力を散開させ、第２、第７

中隊と共に協調する地域に対する遮断任務を遂行した」と記録し、地名を 

「Ｐｈｏｎｇ Ｎｈｕｔ（２）」と明確に特定し記録している。こうした点に照らせば、

派越韓国軍戦史が本件１中隊が１号国道を離れて進入した村の地名につ

いてＰｈｏｎｇ Ｎｈｕｔ（１）またはＰｈｏｎｇ Ｎｈｕｔ（２）と特定して記録せず、上

記の経過要図上に存在しない地名である「Ｐｈｏｎｇ Ｎｈｕｔ」と記録したのは

非常に異例に見える。さらに、上記経過要図によると、「目標（１１）」は「Ｐｈｏ

ｎｇ Ｎｈｕｔ（１）」と「Ｐｈｏｎｇ Ｎｈｕｔ（２）」、すなわちＰｈｏｎｇ Ｎｈｕｔと呼ばれる

村の東側に位置していることが明らかであるが、そうであれば派越韓国軍戦

史が記録している「１号道路を偵察しながら北進してＰｈｏｎｇ Ｎｈｕｔ村に進

入し、攻撃方向を西に転換することになった。こうして１１．０５に中隊の先頭

部隊は目標（１１）を攻撃した」という内容は辻褄が合わない記述内容になる

ことが分かる。 このような点に照らせば、派越韓国軍戦史は本件１中隊が

当時Ｐｈｏｎｇ Ｎｈｉ（フォンニィ村）に進入した事実を隠すために意図的に「Ｐ

ｈｏｎｇ Ｎｈｉ」という地名を「Ｐｈｏｎｇ Ｎｈｕｔ」と記録したという疑いが生じる。  

その上、派越韓国軍戦史は国防部が編纂した公式記録であるという点に

照らせば、民間人殺害のような戦争犯罪について事実のままに記録する可

能性は低いと思われる。特にフォンニィ事件についてはすでに１９６８年に

当時の駐越韓国軍司令官（チェ・ミョンシン将軍）の公式書簡を通じて「韓国

軍に変装したベトコンの所行」という見解を表明したので、それから４年後に

編纂された派越韓国軍戦史はこうした公式見解に合わせて記述された可

能性が高い。実際、派越韓国軍戦史に記録されている１９６８年２月１２日当

時、本件１中隊の作戦状況に関連して一部事実をまったく遺漏したり、虚偽

を記載するなど（戦闘詳報は本件１中隊が１９６８年２月１２日、遮断任務の

展開中に撤収し中隊基地に復帰したと記録しており、当時作戦に参加した

２小隊員Ｊも遮断任務の遂行中に突然命令が下って撤収して中隊基地に復
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帰したと述べた。特に「戦闘詳報」は本件１中隊だけでなく、同じ１大隊所属

で連合して遮断作戦を展開していた「２中隊」と「７中隊」も命令によって撤

収したと記録しているが、派越韓国軍戦史はこの本件１中隊がまるで元来

の作戦計画どおりに遮断任務を遂行し続けて一晩駐屯していたかのように

記録しており、虚偽記載の疑いが生じる）、その当時の状況を隠蔽しようとし

た状況が見られるので、派越韓国軍戦史に本件１中隊がフォンニィ村を攻

撃したという内容がないという点を挙げて、本件１中隊がフォンニィ事件の加

害者ではないことが明らかであるという被告の上記主張は受け容れがたい。  

⑦ 被告はｃｃの「フォンニィ村を攻撃したのはベトミン軍（解放戦線）だと聞い

た」という陳述内容（甲第２９号証の１～２、甲第４１号証）がフォンニィ村を攻

撃した軍人らは大韓民国軍に偽装した解放戦線だったことを裏付けると主

張する。 

しかし本件発生当時、ｃｃは自ら明らかにしているように、「銃声を聞いて

自分の家にある防空壕に避難し、事件が終わった後に防空壕の外に出た」

と述べている（甲第４１号証）。彼はこの事件を目撃しなかった。これについ

てｃｃは「フォンニィ村を攻撃したのはベトミン軍だ」という話も他の人から聞

いたものだと漠然と陳述し、それさえも誰から聞いたのかよく分からないと言

っており、上記の陳述は信憑性が低い。  

⑧ 駐越米軍監察報告書（甲第１６号証の１、２）は、本件に大韓民国軍が関 

与したかについて「５． 結論：なし」と明示し、原告が主張する大韓民国軍

の虐殺事実を認めていないが、その報告書の一部の内容に基づいて大韓

民国軍が戦争犯罪を犯したと主張することは不当だという趣旨を主張する。 

駐越米軍監察報告は大韓民国軍による民間人虐殺疑惑が提起された

諸事件に関する多様な資料を収集、分析、整理して情報を提供するための

ものと見られ、具体的な結論を提示していないことが本件の実体に決定的

な影響を与えるとは言えず、ひいては先に①～⑥で見たような事情と提出

された証拠により十分に大韓民国軍の本件関与の事実を認めることができ

る。  

エ） したがって被告の上記の主張はこれを受け容れない。  

２） 敵との交戦中に発生した戦闘行為や事故であって正当行為であるという主張

に対する判断  

ア） 被告は原告とその家族を始めとする本件被害者らが解放戦線ないしその

同調勢力であった可能性があり、交戦中に発生した戦闘行為や事故により殺

傷されたものであるから、正当行為に該当するという趣旨を主張する。 

① 被告が提出している学術論文（乙第７号証、「ベトナム戦争中の韓国軍青

龍旅団の怪竜１号作戦に関する研究：フォンニャット－フォンニィ良民虐殺
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事件を中心に」）によると、まずフォンニャット村とフォンニィ村は解放戦線が

活発に活動していた場所、または少なくとも北ベトナムと南ベトナムに従っ

た住民たちが混在した場所と評価されており、上記学術論文で引用してい

るディエンバン県ディエンアン社公式党史に掲載されたベトナム戦（抗米救

国戦争）期間作戦状況図を見ると、フォンニィ村とフォンニャット村が北ベト

ナム、解放戦線の戦闘村として表示され、秘密地下避難所がフォンニィ村

とフォンニャット村に各１ヶ所ずつ運営されたものとされているという。 

② ベトナム戦当時の将校の参戦状況に関する回想文（乙第１３号証）中、１９

６８年７月２７日 「フォンニィ村捜索作戦」の内容には国軍の捜索作戦前日

の明け方にフォンニィ村から８人の解放戦線が脱出し、フォンニィ村に解放

戦線地下組織があり、捜索中に解放戦線の少女２人を逮捕したという内容

が出て来る。  

イ） しかし、上記の学術論文に紹介されたディエンバン県ディエンアン社公式 

党史に掲載されたベトナム戦期間作戦状況図が正確にどの時期の状況を表

示したものか明確ではなく（戦争が進行する様相と時間の経過により、当該村

の状況的変化が十分にありうる）、ベトナム戦参戦将校の回想文はこの事件と

約５ヶ月以上差があるという点で、上記のような事情ないし事実を始め、提出

された証拠だけで本件１中隊所属の軍人らが１９６８年２月１２日にフォンニィ

村で作戦を遂行する当時、原告と原告の家族らを解放戦線またはその同調

勢力として扱う事由があったとか、誤認するだけの事情があったことを認める

には足りず、他に証拠がない。 

その上、提出された証拠のみでは、当時防空壕にいた原告や原告の家族、

親戚が武装していたとか武装したものと誤認するだけの状況があったと言うだ

けの事情も見出しがたい。  

ウ） 当時、本件１中隊所属軍人が１号国道から西に移動中、北西から数十発の

狙撃を受け、その後フォンニィ村で捜索作戦を行ったのはその通りであるが、

先にイ．の１）で挙げた証拠により認められる次のような事情ないし事実に照ら

し、本件１中隊所属の軍人らが原告とその家族らに銃撃を加えた行為を正当

行為と言うことはできない。 

① 戦争中であっても、敵対行為に能動的に参加したり参加したと疑うだけ 

の情況がない状態で、敵対行為をした人とこれをしなかった人を区別せず

に無差別的に殺傷することが許容されると言うことはできない。これは当時

解放戦線が軍服を着ない状態で民間人の服装をして戦闘行為に参加した

場合があったとして正当化できるものでもない。  

② 原告の親戚であるＴとＫはそれぞれ南ベトナム民兵隊と農村開発団で勤

務しており、実際に当時銃撃を受けた人々の中には、南ベトナム民兵隊の
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家族らが含まれていたと見られる点に照らして、本件１中隊所属の軍人らが

村を捜索しつつ敵を索出する過程（戦闘員と非戦闘員を区別し、敵対行為

に参加したかどうかを確認する過程）を経たと見るだけの事情は見出しがた

い。 

むしろ、先に見たように事件の生存者、目撃者、本件１中隊員、米海兵

隊連絡兵の各陳述によれば、原告と原告の家族らをはじめ多数の人々が

非武装状態で本件１中隊所属の軍人らから無差別に銃撃を受け、そのよう

に銃撃を受けた人々の中には、乳幼児が多数含まれていることが分かる。  

③ 連合作戦所隊員Ｎ上等兵は事件現場を撮影する過程で死体の山の周 

囲に銃穴がないことを発見したが、これは被害を受けた住民らが至近距離

から銃撃されたり銃剣で刺されたことを示す（甲第１６号証の１～２のうちＮ

上等兵の陳述書）。これは当時の状況が敵との交戦状況であると言いがた

いことを裏付けるものである。  

Ｋは当裁判所で証言し、本件１中隊所属の軍人らが原告の母親を始め１

０余名の住民を一箇所に集め、銃で射殺して手榴弾を投げるのを直接見た

と述べ、連合作戦小隊とともにフォンニィ村に入って救護活動をしたが、そ

の過程で深刻な負傷をした原告と原告の兄のＣが救助されるのを見て、集

団的に殺害された住民たちの死体の山も発見したと述べて当時の状況を

具体的に証言している。  

④ 派越韓国軍戦史（甲第１０号証の３）が記録している１９６８年２月１２日 の

作戦状況の内容を検討すると、第２大隊所属の６中隊が敵の洞窟２個を発

見し、捜索の末に計５人の敵を射殺して武器を鹵獲した戦果を記録し、第３

大隊所属の８中隊が作戦遂行中に敵と交戦し、計２２人を射殺し武器を鹵

獲した戦果などを記録している。 

被告の主張のように本件の被害者らが本当に解放戦線ないしその同調 

勢力であり、本件１中隊が交戦中に彼らを射殺したのなら、これもやはり作

戦遂行中に得た戦果であり、派越韓国軍戦史にその内容を忠実に記載し

たであろうと思われるが、１９６８年２月１２日の本件１中隊の作戦状況に関し

てはいかなる言及もされていない。これはフォンニィ村で起こった本件が敵

との交戦中に発生したものではないことを推測させるものである。  

エ） したがって被告の上記の正当行為の主張もこれを受け容れない。  

エ． 被告の消滅時効の抗弁に関する判断 

１） 被告の主張 

原告の損害賠償請求権は不法行為日から国家財政法第９６条第２項［旧予

算会計法（１９８９年３月３１日法律第４１０２号で全部改正される前のもの）第７１

条第２項］が定めた５年が過ぎたばかりか、損害賠償請求権行使が可能になっ
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た時点を原告が成年に達した時からであるとしても４０年以上が過ぎ、重要証拠

であると主張する主要証人らである国軍の陳述を確保した時点を基準としても２

０１３年、２０１４年頃となり、米軍監察報告書の閲覧が可能になった時点を基準

とすると２０００年６月頃となるが、それから民法第７６６条第１項による３年の消滅

時効期間が経過して消滅した。  

２） 関連法理 

     国家賠償法第２条第１項本文前段の規定による賠償請求権は金銭の給付

を目的とする国家に対する権利として国家財政法第９６条第２項［旧予算会計

法（１９８９年３月３１日法律第４１０２号で全部改正される前のもの）第７１条第２

項］によりこれを５年間行使しなければ時効により消滅する（大法院２００１年４月

２４日宣告２０００다５７８５６判決、大法院２００８年３月２７日宣告２００６年다７０９

２９、２００６年다７０９３６判決等参照）。  

さらに、国家賠償法第２条第１項本文前段の国家賠償請求権には国家賠償

法第８条により民法第７６６条第１項が適用されるため、国家賠償請求権は被害

者又はその法定代理人が損害及び加害者を知った日から３年間これを行使し

なければ時効によって消滅する。ここに言う「損害及び加害者を知った日」とは、

公務員の職務執行上の不法行為の存在及びそれによる損害の発生など不法

行為の要件事実について現実的かつ具体的に認識した時を意味するが、被害

者等がいつ不法行為の要件事実を現実的かつ具体的に認識したものと見るか

は、個別事件で各種の客観的事情と損害賠償請求が可能となった状況などを

総合して合理的に判断すべきである（大法院２０１２年４月１３日宣告２００９年다

３３７５４判決等参照）。  

国家賠償請求権について上記のような５年の長期時効期間の起算と３年の

短期時効期間の起算には、上記消滅時効規定が適用されるほか消滅時効の

起算点に関する一般規定である民法第１６６条第１項が適用されるので、 消滅

時効は客観的に権利が発生し、その「権利を行使できる時」から初めて進行し、

その権利を行使することができない間は進行しない（国家賠償請求権に関する

３年の短期時効期間の起算に関する大法院 ２０１２年４月１３日宣告２００９다３

３７５４判決、大法院 ２０２３年１月１２日宣告２０２０다２１０９７６判決等参照）。  

３） 消滅時効の成否に関する判断 

    ア） 前掲の各証拠及び甲第１３～１６、１８、２１～２３、２５～３０、３２～３８、４０、

４１号証の各記載に弁論全体の趣旨を総合して認められる次のような事実及び

事情に照らせば、原告が本件訴を提起する頃まで原告には客観的に本件損

害賠償請求権を行使することができない障害事由があったと言うのが妥当であ

るから、その消滅時効完成前に原告の本件訴が提起されたと言うべきである。 

① 米軍と大韓民国軍は１９７３年にベトナムから撤収し、南ベトナム政府は 
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１９７５年４月３０日、北ベトナムの全面攻勢の中で降伏してベトナム戦争は

公式に終戦し、１９７６年７月２日にベトナム社会主義共和国が樹立された。

その後大韓民国とベトナムは国交が断絶された状態で経過したが、１９９２

年２月２２日にようやく修交に至った。即ち本件が発生してから７年間戦争

が続き、終戦となった後は大韓民国とベトナムの修交が断絶され、原告が

自分の損害に対する賠償請求をすることが不可能な状況であった。  

② 本件の発生当時原告は満８歳であり、本件で家族は全て死亡したり、深

刻な負傷をして事実上孤児となり、そのため原告は小学校教育すらまとも

に受けられない状態で困難な生活をするしかなかった。  

③ 駐越韓国軍はフォンニィ村で起きた本件が発生した直後の１９６８年４月 

に憲兵隊捜査官を通じて１中隊員らを対象として本件を「韓国軍に変装し

たベトコンの所行」という趣旨で調査することにして真相を隠蔽する措置をと

り（甲第１８号証）、続いて１９６８年６月に駐越韓国軍司令官（チェ・ミョンシ

ン将軍）名義の公式書簡を通じて「韓国軍に変装したベトコンらの所行」と

いう見解を表明するなど、事件の真相の隠蔽を試みたと見られるだけの情

況事実がある。  

④ 被告は１９６９年に捜査機関（中央情報部）を通じて広範囲に本件につい 

て真相調査を行ったものと見られるが、現在まで外交的問題などを理由に

関連資料に対する公開拒否はもちろん真相調査の有無に対する確認もま

ともにしないなど、事件の真相を隠蔽している。  

⑤ 大韓民国とベトナムとの間の修交が行われた後にも、ベトナム戦争での大

韓民国軍人の民間人殺傷の有無についての被告の公式的な見解は「これ

を確認できない」というものだった。原告をはじめとする生存被害者たちは２

０１９年４月４日、被告に対して真相調査と被害回復などを要求する請願も

したが、被告は２０１９年９月９日、「国内の資料では大韓民国軍の民間人

虐殺を確認することはできず、事実確認のためにはベトナム政府との共同

調査が必要だが、現実的ではない」と答弁した。  

⑥ 戦争などの時期に軍人が組織的、集団的に犯した生命と身体に対する

基本権侵害行為は隠蔽されやすく、通常の法手続による救済が難しい。 

その上、原告が外国人であるという点と被告の上記のような隠蔽や真相究

明妨害などにより、原告は最近まで本件の加害部隊を特定することすら難

しい状況だった。  

⑦ 大韓民国内で本件に関するマスコミ報道、駐越米軍監察報告書の秘密 

解除及び内容紹介、本件に関して調査を受けたという関連部隊員のインタ

ビューないし陳述などがあったが、国内で公的に確認された資料はなかっ

たものとみられる。その中でベトナム戦争の時期の韓国軍による民間人虐
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殺問題に関する真相究明など活動を展開する民間団体の弁護士（本件原

告の訴訟代理人の一人である）が２０１７年８月２日、国家情報院長に対し

て「国家情報院の前身である中央情報部で１９６９年１１月、本件当時、本

件１中隊の将校として勤務していた３人（Ｖ、Ｗ、Ｘ）を被調査者として調査

した」ことを理由に「関連者を調査して作成した文書目録」と中央情報部が

「本件に関連して作成した報告書等の文書目録」に対する情報公開請求を

したが拒否されると、情報公開拒否処分取消の訴（ソウル行政裁判所２０１

７年구합８３６１４）を提起し、２０１８年７月２７日の裁判所判決を通じて「国家

情報院で本件に関連して本件１中隊の将校として勤務していた被調査者３

人を調査して作成した文書を１９７２年８月１４日マイクロフィルムの形で保管

するために撮影し、その目録が存在する」との事実を確認することができた

（その後、最終的に国家情報院長から２０２１年４月６日、マイクロフィルム撮

影目録中の被調査者３人の名前と出身地のみ記載された内訳を受け取る

ことができた）。これを通じて、関連部隊員らのマスコミとのインタビューない

し陳述に符合する公的な資料が存在することが初めて確認された。  

⑧ 原告としては、上記のような一連の証拠資料と公的な資料を確保していな

い状態で、その前に漠然と被告に対して国家賠償請求の訴を提起しても、

その損害賠償請求が受け容れられる可能性がなかったと言うことができ、

損害賠償請求をする実益がない状態だった。  

イ） 上記の点に照らせば、大韓民国政府や軍当局が原告の本件国家賠償請 

求権行使を直接的に妨害したものではなくても、原告が本件訴を提起する頃

まで原告には客観的に本件損害賠償請求権を行使することができない障害

事由があったと言える。  

４） 消滅時効完成の主張が権利濫用に該当するか  

ア） 一方、債務者の消滅時効に基づく抗弁権行使も韓国民法の大原則であ 

る信義誠実原則と権利濫用禁止原則の支配を受けるものであり、債務者が時

効完成前に債権者の権利行使や時効中断を不可能または著しく困難にした

り、そのような措置が不要であると信じさせる行動をしたり、客観的に債権者

が権利を行使できない障害事由があったり、またはいったん時効が完成した

後に債務者が時効を援用しないような態度を見せ、権利者にそのように信頼

させたり、債権者保護の必要性が大きく、同じ条件の他の債権者が債務の弁

済を受領するなどの事情があり、債務履行の拒絶を認めることが著しく不当ま

たは不公平になるなどの特別な事情がある場合には、債務者が消滅時効の

完成を主張することが信義誠実原則に反し、権利濫用として許容されない

（大法院２０１１年１０月１３日宣告２０１１年다３６０９１判決等参照）。  

イ） 仮に原告の損害賠償請求権に対する５年の長期消滅時効が完成したとし
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ても、前掲３）のア）①～⑧のような事情ないし事由に照らせば、被告が消滅

時効の完成を主張し、原告に対する不法行為による損害賠償債務の履行を

拒絶することは著しく不当であり、信義誠実の原則に反する権利濫用として

許されないと言うのが妥当である。  

オ． 損害賠償の範囲  

１） 関連法理 

裁判所が不法行為による慰謝料を算定するにあたっては、被害者の年齢、

職業、社会的地位、財産及び生活状態、被害で被った苦痛の程度、被害者の

過失の程度など被害者側の事情に加害者の故意、過失の程度、加害行為の動

機、原因、加害者の財産状態、社会的地位、年齢、事故後の加害者の態度な

ど加害者側の事情まで合わせて参酌することが損害の公平負担という損害賠

償の原則に合致する（大法院２００９年１２月２４日宣告２００７年다７７１４９判決参

照）。  

不法行為時と弁論終結時の間に長期間の歳月が経過し、慰謝料を算定する

とき必ず参酌すべき弁論終結時の通貨価値などに不法行為時と比較して相当

な変動が生じたときは、例外的に不法行為による慰謝料賠償債務の遅延損害

金はその慰謝料算定の基準時である事実審弁論終了日から発生すると言うべ

きであり、このように不法行為による慰謝料賠償債務の遅延損害金が事実審弁

論終了日から発生すると言うべき例外的な場合には、不法行為時から遅延損

害金が加算される原則的な場合よりも賠償が遅れた事情を適切に参酌して事

実審弁論終結時の慰謝料元金を算定する必要がある（大法院２０１１年１月１３

日宣告２００９다１０３９５０判決、大法院２０２２年９月２９日宣告２０１８年다２２４４

０８判決等参照）。  

２） 判断  

本件人権侵害の不法性と程度、原告の年齢、原告が不法行為により被った

被害と苦痛の内容と程度、類似事件で認められた慰謝料金額、本件不法行為

が起きた時から５０余年に至る長い期間賠償が遅延し、その期間に物価と通貨

価値が相当な程度変動し、慰謝料額の増額が必要な点などを考慮して、慰謝

料を４０，０００，０００ウォンと定める。  

また、本件慰謝料賠償債務の遅延損害金は、その慰謝料算定の基準時であ

る事実審弁論終結日から発生するとする例外的な場合に該当すると言うのが妥

当である。  

３） 小結 

被告は原告に認められた慰謝料のうち原告が求める３０，０００，１００ウォンと

これに対する本件弁論終結日の２０２２年１１月１５日から被告がその履行義務

の存否や範囲に関して争うことが妥当であると認められる本判決宣告日の２０２
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２年２月７日までは民法所定の年５％、その翌日から支払済までは訴訟促進等

に関する特例法所定の年１２％の各割合で計算した遅延損害金を支払う義務

がある。  

５． 結論  

原告の請求は上記の認定範囲で理由あるので認容し、その余の請求は理由なく、

これを棄却することにして、主文の通り判決する。  

 

裁判官パク・ジンス 
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［別紙］  

ベトナム法令目録 

 

1. ベトナム民法第 ５９８ 条 

 国家は国家賠償責任法に規定された通り、公務執行者（法執行者）により発生した

損害を賠償しなければならない。  

 

2. ベトナム国家賠償責任法第 ２ 条、第 ３ 条 

第２条 本法に規定されている国家の補償責任の範囲内で、公務の遂行者によっ

て物質的被害を受け、または精神的苦痛を受けている個人及び組織は補償を受

ける。  

第３条  

１ 損害を被った者とは、本法に規定する国家賠償責任の範囲内で、公務遂行 

者によって物質的損害を被り、または精神的苦痛を受けた個人又は組織をいう。 

２ 公務遂行者とは、幹部及び公務員に関する法律及び関連法に基づき、国家

機関で行政管理を遂行するため、又は法的手続又は判決執行を遂行するため

に選出、承認、採用又は任命される者又は管轄国家機関で行政管理、法的手

続または判決執行に関する作業を遂行するよう指定された者を意味する。 

 

3. ベトナム憲法第３０条および第４８条 

第３０条 

１． すべての人は機関、団体、個人の法律違反について管轄機関、団体、個人

に異議申請、告訴する権利を有する。  

２． 管轄機関、団体、個人は異議申請、告訴を受理、解決しなければならない。 

損害を受けた者は法律の規定により物質、精神及び名誉回復について賠償を

受ける権利を有する。  

第４８条 

ベトナムに居住する外国人はベトナム憲法と法律を遵守しなければならず、ベト

ナムの法律に従って生命、財産および正当な権利、利益の保護を受ける。 

 

4. ベトナム民事訴訟法第４６５条 

１． ベトナムの外国人、外国機関及び団体、国際機関、国際機関代表事務所は、

自身の合法的権利と利益の保護を要請するために、その権利と利益が侵害され、

または紛争中であるとき、ベトナム裁判所に訴訟を提起することができる。 

２． 外国人、外国機関、外国団体、外国もしくは国際機関のベトナムにある代表事

務所や支店などが民事訴訟手続に参加するとき、民事訴訟手続に参加するため
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にベトナム市民、機関、団体などと同一の権利と義務を有する。  

 

５．ベトナム行政訴訟法第２９９条 

１． 外国人、外国機関、外国団体、外国あるいは国際機関のベトナムにある代表事

務所や支店などは、（ベトナム政府の）行政的決定や行為が違法であり、これが彼

らの合法的権利と利益を侵害すると信じる根拠があるとき、当該行政的決定や行

為に対する検討を求めるためにベトナム裁判所に訴訟を提起することができる。 

２．行政手続に参加するとき、ベトナムの外国人、外国機関、外国団体、外国あるい

は国際機関のベトナムにある代表事務所や支店などは、ベトナム市民、機関、団

体と同じ手続上の権利と義務を有する。 

３．ベトナムは相互主義の原則を適用してベトナム市民、機関および組織、海外の

ベトナム機関および組織の支店および代表の（行政訴訟の権利を）制限する国家

の外国人、外国機関および団体、外国機関および団体の支店または代表事務所、

ベトナムの国際機関または代表機関の関連行政訴訟の権利を制限することがで

きる。 
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［別紙２］ 

派越韓国軍戦史付図怪龍１号作戦経過要図のうち、本件１中隊作戦部分 

 

 


